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                   （出所：ANAプレスリリース 2025年9月4日） 

 空飛ぶクルマの商業運航に向けて、ANAHD は 2025 年 8 月に米ジョビー・アビエー

ションと合弁会社設立の本格検討を開始することに基本合意した。両社は 2027 年度以

降に首都圏を含む日本全国で都市間を結ぶエアタクシーサービスを計画しており、今年

開催された大阪・関西万博において当初は商用飛行を予定していたが、安全審査が間に

合わないことから 10 月に有人によるデモ飛行を実施し、安全性が確認された。 

今後の商用運航の実現に向けての主要課題について考察することとしたい。 

本稿中に記載したデータ・数値等は、筆者が信頼できると判断した各種データに基づき作成・加工したも
のですが、その正確性・確実性を保証するものではありません。 
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1. はじめに 

 空飛ぶクルマ、特に電動垂直離着陸機（eVTOL）は、都市交通の革新、緊急医療サービス、

物流の効率化、そして災害時の迅速な対応など、社会に広範な変革をもたらす可能性を秘め

た次世代モビリティとして世界中で注目を集めている。既存の陸上交通が抱える渋滞問題

や移動時間の制約を克服し、新たな移動体験を提供するものとして大いに期待されている。

そうした観点から筆者は、2025 年 4 月 23 日に ANA 総合研究所のウェブサイトにて公表し

たレポート「空の移動革命と空飛ぶクルマの社会的課題について」において、空飛ぶクルマ

による人の移動といった、新たな領域における技術の社会実装・産業振興を通じて、社会の

課題を解決が図られることについて記述した。しかしながら、この革新的な技術の商用運航

を本格的に実現するためには、技術開発だけでなく、多岐にわたる複雑な課題を克服する必

要がある。そこで本稿では、空飛ぶクルマの商用運航実現に向けた主要な課題を網羅的に分

析し、それぞれの課題が持つ本質的な性質と相互の関連性を明らかにする。特に、規制・認

証、インフラストラクチャ、安全性・社会受容性、経済性・事業モデル、そして技術的な側

面等から考察を行い、これらの課題がどのように解決され得るかについて検証する。 

2. 規制・認証の課題について 

 空飛ぶクルマの商用運航を実現する上で、最も根幹となるのが、厳格な航空安全基準に基

づく規制と認証プロセスの確立である。航空機としての安全性と信頼性を保証するための

枠組みが不可欠であり、これには既存の航空法規との整合性や、新たな技術特性に見合った

柔軟な対応が求められる。 

2-(1) 型式証明の複雑性 

 空飛ぶクルマは、航空法上の「垂直離着陸飛行機」「マルチローター」として位置づけら

れ、一般的な航空機と同様に航空法の適用を受ける。 

空飛ぶクルマは、その革新的な設計と推進システムにより、既存の航空機とは異なる特性

を持っている。そのため、各国の航空当局（米国連邦航空局: FAA、欧州航空安全機関: EASA、

日本航空局: JCAB など）による型式証明の取得が極めて複雑なプロセスとなっている。例

えば、FAA では eVTOL を「パワード・リフト」カテゴリーとして分類し、既存の航空機と

は異なる「特殊条件」や「適合手段」を策定している。これは、従来の航空機に適用される

基準だけでは、eVTOL の多様な飛行モードや電動推進システムの安全性を完全に評価でき

ないためであると考えられる。 型式証明の取得は、機体の設計、製造プロセス、性能、安

全性、信頼性など、あらゆる側面が厳格な基準を満たすことを証明するものであり、このプ

ロセスには多大な時間と費用を要する。また、国際的な基準の調和が図られていない場合、

異なる国での運航を目指す企業は各国で異なる認証プロセスを経る必要があり、市場投入

の遅延やコスト増加につながる可能性がある。このため、国際的な協力による共通の安全基
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準の確立が、グローバルな商用展開の鍵を握るものと考えられる。 

 

2-(2) 運航規則・空域管理の未整備 

空飛ぶクルマの運航は、既存の航空交通システムとの共存が必須となる。特に、低高度空

域での多数の機体の安全かつ効率的な運航を可能にするための新たな運航規則や空域管理

システムが未整備であることが大きな課題である。これには、離着陸時の経路、巡航高度、

緊急時の対応、通信手順・ルールなどが含まれる。従来の有人航空機とは異なる飛行特性を

持つ空飛ぶクルマの運航を管理するためにはや、多数の空飛ぶクルマの飛行経路を最適化

し、衝突を回避し、緊急事態に迅速に対応するためのデジタル化されたシステムである。 

日本においては、国土交通省が空飛ぶクルマの商用運航に向けた具体的な運航ルールを

策定中であり、また「空の移動革命に向けた官民協議会」を設置し、関連省庁や産業界と

連携してロードマップを推進している。これらの取り組みは、技術開発と並行して法制度

と運航環境を整備する上で極めて重要である。 

 

3. インフラストラクチャの課題 

  空飛ぶクルマが都市の移動手段として機能するためには、機体そのものだけでなく、安

全な離着陸と運用を支えるためのインフラ（バーティポート）の整備が不可欠である。こ

のインフラは、既存の交通システムとのシームレスな接続を可能にし、利用者にとって利

便性の高いサービスを提供するための基盤となる。 

3-(1) 離着陸場（バーティポート）の整備 

空飛ぶクルマの商用運航には、専用の離着陸場である「バーティポート」の設置が不可

欠である。しかし、都市部においてバーティポートを設置するには、限られた土地や建物

屋上等の場所の確保が大きな課題となる。また、バーティポートの設置場所は、騒音、プ

ライバシー、景観など、周辺住民への影響を考慮する必要がある。これらの課題は、単に

技術的な解決策だけでなく、地域社会との対話と合意形成が求められる。バーティポート

は単なる離着陸スペースではなく、乗客の乗り降り、機体の充電、簡単なメンテナンスを

行うための施設も併設される必要がある。空飛ぶクルマは災害時における緊急物資輸送の

拠点としても機能するような、柔軟な設計と配置が求められる。 

3-(2) 電力供給と充電ネットワーク  

  電動推進を主とする空飛ぶクルマにとって、効率的かつ安定した電力供給と充電ネット

ワークの構築は極めて重要である。短時間で多数の機体を充電するためには、高出力の充

電設備が必要となり、既存の電力網への負荷が増大する可能性がある。このため、電力供

給インフラの強化や、再生可能エネルギーの活用など、持続可能な電力供給源の確保が早
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急に検討されるべきである。また、空飛ぶクルマは異なるメーカーの機体間で互換性を有

した充電方式の標準化の確立も重要である。これにより、運航事業者は多様な機体を柔軟

に運用できるようになり、インフラ投資の効率化にも多いに寄与する。充電時間の短縮

は、運航の効率化と利用者の利便性に直結するため、バッテリー技術の進化と並行して充

電技術の開発も進める必要がある。 

 

3-(3) 格納庫および夜間駐機場 

既存のような航空機整備拠点としての格納庫が必要となるが、現状ではそのような施設

は存在しない。また、滑走路に併設されている格納庫とは異なり、eVTOL の場合はバーテ

ィポートに隣接する施設が理想となる。夜間駐機場についても、今後空飛ぶクルマの機体

数が増加することが予測される中、ポートの着陸帯に駐機することも想定されるが、夜間

点検・確認のための夜間駐機場の施設展開が必要となる。 

 

4. 安全性・社会受容性の課題 

 空飛ぶクルマが社会に受け入れられ、広く普及するためには、何よりもその安全性に対

する確固たる信頼と、一般市民からの高い受容性が不可欠である。これは、技術的な側面

だけでなく、人々の心理や社会的な価値観に深く関わる問題である。 

 

4-(1) 厳格な安全基準の確立と信頼性確保 

航空機である以上、空飛ぶクルマには既存の航空機と同等、あるいはそれ以上の厳格な

安全基準が求められる。特に、多数のプロペラや電動モーターといった新技術の集合体で

ある eVTOL の信頼性をいかに確保するかが課題となる。万が一の故障に備えた冗長性の

確保、緊急着陸システム、自動飛行制御システムの安全性検証などが不可欠である。 

機体の設計段階から運用、メンテナンスに至るまで、ライフサイクル全体にわたる徹底

した安全管理体制の構築が求められる。また、サイバーセキュリティ対策も重要であり、

外部からの不正アクセスやシステム障害に対する強固な防御策が必要となる。これらの安

全対策は、型式証明の取得プロセスにおいて厳しく評価される要素であり、開発企業にと

って大きな技術的・経済的負担となる。 

4-(2) 一般市民の受容性向上 

技術的な安全性が確保されたとしても、一般市民が空飛ぶクルマを安心して利用し、その

存在を受け入れるかどうかが普及の成否を左右するものと考えられる。特に、騒音、プライ

バシー侵害（上空からの視線）、そして墜落事故への懸念は、社会受容性を阻害する主要な

要因となり得る。 

これらの懸念を払拭するためには、以下の取り組みが重要である。 
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① 騒音対策の徹底: 低騒音設計の機体開発や、騒音影響を最小限に抑える飛行経路の設

定。 

② プライバシー保護: 飛行高度の制限や、カメラ搭載に関する明確なガイドラインの策

定。 

③ 安全実績の積み重ね: 初期段階での無事故運航の実績を積み重ね、透明性のある情報

公開を通じて社会からの信頼を構築する。 

④ 地域貢献の明確化: エアタクシーサービスや災害時の物資輸送や医療搬送など、空飛

ぶクルマが社会にもたらす具体的なメリットを広く周知し、地域社会との共生を図

る。 

⑤ 教育と啓発: 空飛ぶクルマに関する正確な情報を市民に提供し、理解を深めるための

啓発活動を行う。 

安全性と社会受容性は密接に関連しており、片方だけが満たされても商用運航の成功は

難しいと言わざるを得ない。技術的な安全確保が前提となり、その上で市民の懸念に真摯に

向き合い、信頼関係を築くことが不可欠である。 

5. 経済性・事業モデルの課題  

  空飛ぶクルマは、単なる技術的な実現可能性だけでなく、経済的に持続可能な事業とし

て成立することが求められる。機体の高額な開発・製造コスト、インフラ投資、そして運

航費用をいかに低減・効率化し、利用者が負担可能な料金体系を確立するかが重要な課題

となる。 

 

5-(1) 高コスト構造と利用料金 

空飛ぶクルマの機体開発・製造には、最先端の航空宇宙技術と材料が用いられるため、

非常に高額なコストがかかることが想定される。加えて、厳格な型式証明の取得にかかる

費用、バーティポートや充電設備といった専用インフラへの大規模な投資も必要となる。

これらの初期投資は、事業者の参入障壁を高くする要因となる。このコスト構造は、最終

的な利用料金に転嫁されることになる。一般市民が日常的に利用できる価格帯を実現でき

なければ、空飛ぶクルマは一部の富裕層や特殊な用途に限定されたサービスに留まる可能

性がある。そのため、量産効果によるコストダウン、効率的な運用モデルの確立、政府か

らの補助金や税制優遇措置なども含め、いかに利用料金を抑えるかが事業成功の鍵を握る

と言える。  

 空飛ぶクルマの急速充電施設の設置は、単に技術的な問題に留まらず、インフラ整備、

法規制、経済性、社会受容性など、多岐にわたる課題を克服する必要がある。これらの課
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題を解決するためには、政府、産業界、研究機関、地域社会が連携し、戦略的な取り組み

を進めることが不可欠であると思われる。 

5-(2) 事業モデルの確立と収益性 

空飛ぶクルマの商用運航は、既存の交通インフラと異なる新たな市場を創造する。初期

段階では、都市内移動、空港アクセス、観光、医療搬送、離島・山間部へのアクセスな

ど、特定のニッチ市場からサービスを開始し、徐々に需要を創出していくことが想定され

る。しかし、既存のヘリコプターやタクシー、公共交通機関との競合関係も考慮する必要

がある。空飛ぶクルマが提供する「時間短縮」や「利便性」といった付加価値が、その高

コストに見合うものであることを明確に示す必要がある。また、機体の購入・リース、運

航、メンテナンス、保険、バーティポート運営など、多岐にわたる費用をカバーし、持続

的な収益を確保できる事業モデルを確立することが重要である。これには、利用者の獲得

戦略、運航ルートの最適化、パートナーシップの構築などが含まれる。 

 

6. 技術的課題 

 空飛ぶクルマの商用運航は、革新的な技術の進歩に支えられているが、その本格的な普

及にはさらなる技術的成熟が不可欠である。特に、電動化の核心であるバッテリー技術

と、安全かつ効率的な運航を可能にする自律飛行技術の進化が求められる。 

6-(1) バッテリー技術の進化 

現在の空飛ぶクルマの多くは電動推進を採用しており、バッテリーがその動力源とな

る。しかし、現状のバッテリー技術では、航続距離と積載量に大きな制約がある。長距離

飛行や多数の乗客や貨物輸送を可能にするためには、エネルギー密度がさらに高く、軽量

なバッテリーの開発が不可欠である。また、充電時間の短縮とバッテリーのサイクル寿命

の延長も重要な課題である。商用運航においては、機体の稼働率が収益性に直結するた

め、迅速な充電と長期間にわたる安定した性能が求められる。これらの課題を克服するた

めには、次世代バッテリー技術（全固体電池など）の研究開発と実用化が加速される必要

がある。 

 

6-(2) 自律飛行技術と AI の統合   

将来的には、空飛ぶクルマの多くが自律飛行（無人運航）を目指している。これによ

り、パイロット不足の解消や運航コストの削減が期待される。しかし、複雑な都市空域に

おいて、他の航空機や障害物、気象条件の変化に対応しながら安全に自律運航を行うため

には、高度な AI（人工知能）とセンサー技術の統合が不可欠である。 

自律飛行システムは、リアルタイムの気象情報、航空交通情報、機体状態などを統合的
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に判断し、最適な飛行経路を決定する能力が求められる。また、悪天候時の運航判断や、

緊急事態発生時の自動的な安全対応（緊急着陸地の選定、緊急着陸）など、あらゆる状況

下での信頼性が検証されなければならない。これらの技術的課題の克服は、型式証明の取

得と社会受容性の向上に直結する。 

7. 都市部・地方離島および中山間地における需要見込みとその課題 

日本における空飛ぶクルマの需要見込みと課題は、都市部、地方離島、中山間地でそれ

ぞれ異なる特性を持っている。 

7-(1) 需要見込み 

① 都市部 

• 交通渋滞の緩和： 都市部の深刻な交通渋滞を解消する新たな移動手段として大い

に期待されている。特に、高層建築が増え、人口が密集する中で、機動的な輸送の

実現が求められている。 

• 富裕層・ビジネス層の利用: 時間的価値の高い層（富裕層、ビジネス層）による、

より迅速で快適な移動手段としての需要が見込まれる。将来的には都市内・都市間

の移動手段として本格的な旅客輸送が期待される。 

• 観光・レジャー: 遊覧飛行や新たな観光ルートの創出に活用される可能性がある。 

• 緊急輸送： 救急医療や災害対応における迅速な移動手段としても期待されてい

る。 

② 地方離島・中山間地 

• 移動困難地域の解消： 陸路のインフラ維持が困難な離島や中山間地域において、

住民の「生活の足」としての機能が大いに期待されるものの、実際のサービス展開

にあたっては「価格」面で課題が残り、行政による補助金等が不可欠になろう。な

お、本土への通勤・通学、都市生活者と同等の医療・介護の提供などが容易になる

可能性がある。 

• 物流・物資運搬: 人手不足や生産性の低さが課題となっている地域での物資運搬や

救援物資の輸送に活用され、効率化が図られる可能性がある。 

• 観光振興： 新たな観光ルートや移動手段の創出により、これらの地域の観光需要

を喚起する可能性がある。 

• 緊急医療・災害対応： 気象条件などにより搬送手段が限られる離島や、高低差の

ある山間部での緊急搬送、災害時の救援・物資輸送において、その機動性が大きな

メリットとなる。 

③ 市場規模予測について 
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 PwC の推計によると、2040 年には日本国内の空飛ぶクルマの市場規模が約 2.5 兆円に

拡大する可能性があり1、特に旅客輸送（人の移動）がカギとなるとされている。また、

Fortune Business Insights は、日本の空飛ぶクルマ市場が 2024 年から 2031 年にかけて年

平均成長率 37.45%で成長し、2031 年には 1 億 3,042 万米ドルに達すると予測している

2。 

7-(2) 地域特性に応じた課題 

 前項 7-(1)②において論じたように、移動困難地域における「生活の足」としての機能や、

物流・物資運搬への活用などへの期待がある一方で、その需要の規模や安定性については、

事業の持続可能性に見合うものかどうか見極めが必要である。 

① 都市部 

⚫ 景観への影響: 機体デザインや離着陸場の設置が都市景観に与える影響。 

⚫ プライバシー: 上空からの視線によるプライバシー侵害の懸念。 

⚫ 高層ビル群の中での安全な運航: 複雑な都市環境における安全な航行技術の確立。 

② 地方離島・中山間地 

⚫ 需要の有無と安定性: そもそもの人口が少ない地域では、空飛ぶクルマを維持する

ほどの安定した需要があるかどうかの見極めが必要となる。観光利用の場合も、観

光需要の有無や受け入れ側の体制整備が求められる。 

⚫ 天候への影響: 悪天候時の欠航リスクと、その際の代替プランの提供が課題とな

る。 

⚫ インフラ維持のコスト: 離着陸場の整備・維持にかかるコストを、地域の限られた

財源で賄えるかどうかが課題となる。 

⚫ 過疎化と高齢化: 運航を担う人材の確保や、サービスを享受する側のデジタルリテ

ラシーなども考慮する必要がある。 

これらの課題を克服し、社会受容性を高めながら、地域特性に応じた適切な活用モデル

を構築していくことが、日本における空飛ぶクルマの社会実装の鍵となる事が想定され

る。 

8. 日本における商用運航実現へのロードマップと取り組み 

 日本政府は、空飛ぶクルマの商用運航実現に向けて、具体的なロードマップを策定し、

官民一体となった取り組みを推進している。これは、技術開発だけでなく、法制度、イン

                                                   
1  PwC Japan グループ「”空飛ぶクルマ”の産業形成に向けて―地域での産業形成の核と

鳴る「インテグレーター」への期待」 
2  H&I グローバルリサーチ株式会社「日本の空飛ぶ車市場（2024-2031）：規模、展望、

機会分析」 
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フラ、社会受容性といった多角的な課題に体系的に対応しようとするものである。 

8-(1) 国土交通省と経済産業省によるロードマップ 

日本政府は、国土交通省と経済産業省が主導し、「空の移動革命に向けたロードマッ

プ」を策定している。このロードマップでは、2025 年の大阪・関西万博での実用化を目標

とし、2030 年代の本格的な普及を目指すという具体的なタイムラインが示されている。こ

の目標達成のため、政府は「空の移動革命に向けた官民協議会」を設置し、関連省庁、地

方自治体、産業界、学術機関などが連携して課題解決に取り組んでいる。 

ロードマップの主要な柱は以下の 4 点である: 

① 安全性: 厳格な安全基準の策定と型式証明プロセスの確立。 

② 社会受容性: 騒音、プライバシーなどの懸念に対応し、一般市民の理解と信頼を醸

成。 

③ インフラ: 離着陸場（バーティポート）や充電インフラ、空域管理システムの整備。 

④ 事業環境整備: 持続可能な事業モデルを確立するための法制度や経済的支援。 

＜図表１＞空の移動革命に向けたロードマップ（改訂版） 

 

(出所：空の移動革命に向けた官民協議会 2022 年 3 月 18 日) 
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これらの柱は、空飛ぶクルマの商用運航における多岐にわたる課題に包括的に対応しよう

とする政府の意思を示している。 

8-(2) 空飛ぶクルマの機体整備・運航等に関する法的整備について 

日本において「空の移動革命に向けたロードマップ」に基づき、2025 年の大阪・関西万

博での商用飛行開始を目標に、着実に進められてきた。主な法的整備の状況は以下の通り

である。 

① 機体の安全基準（型式証明等） 

• 航空法上の位置づけ：空飛ぶクルマは、航空法上の「垂直離着陸飛行機」「マルチ

ローター」として位置づけられ、一般的な航空機と同様に航空法の適用を受ける。 

• 型式証明： 開発中の空飛ぶクルマに対して、国土交通省による型式証明の審査が

進められている。これは、機体の設計が安全基準に適合していることを証明するも

ので、非常に重要なプロセスである。 

• 基準の柔軟化：空飛ぶクルマの設計の特殊性から、既存の航空機の安全基準（航空

法施行規則附属書第 1 など）をそのまま適用することが難しい場合があるため、そ

の特性に応じた基準の策定や柔軟な適用が進められている。 

• 発動機・燃料の定義:「発動機」に電気で作動する電動機、「燃料」に電気エネル

ギーを含むと整理されており、電動化された空飛ぶクルマに対応した規定が整備さ

れている。 

②  整備士の資格・要件 

• 航空整備士資格の適用: 空飛ぶクルマの整備には、既存の航空機と同様に国家資格

である「航空整備士資格」が必要となる。 

• 試験科目の追加: 空飛ぶクルマに装備される発動機（電動機など）について、従来

のタービン発動機やピストン発動機とは異なる能力が求められるため、航空整備士

の学科試験に当該発動機に係る科目が追加される。 

• 整備規程: 航空運送事業者には、整備に関する事項を定めた「整備規程」の策定が

求められる。これには、整備の人員、組織、資格要件、基地の設備、整備の実施方

法、品質管理制度などが含まれる。 

③  運航に関する基準 

• 最低安全飛行高度: 飛行経路上の最高障害物に 300 メートルを加えた高度以上を選

定するなど、ヘリコプターの事故多発を踏まえた最低安全飛行高度の考え方が適用

される。 
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• 燃料（電気エネルギー）の携行量： 空飛ぶクルマの飛行性能を考慮し、目的地代

替空港等を設定することにより、着陸地までの飛行に要する燃料（電気エネルギ

ー）の量に、代替空港等までの飛行を終わらせるまでに要する量などを加えた量を

携行するよう規定が改正された。 

• 特定操縦技能： 空飛ぶクルマは型式ごとに操縦特性が異なることが想定されるた

め、機長に求められる当該型式機による飛行経験（30 時間）について、「当該型

式機の特性に応じて定められた時間」として、型式ごとに個別に対応することとさ

れている。 

• 重大インシデントの報告: 空飛ぶクルマの発動機停止等に係る重大インシデントも

報告対象として規定された。 

④  離着陸場（バーティポート）に関する基準 

• バーティポートの整備指針: 空飛ぶクルマが利用する離着陸場は「バーティポー

ト」と呼ばれ、航空法上の「空港等」に位置づけられる。国際基準に整合した国内

基準が整備されるまでの暫定指針として、「バーティポート整備指針」が策定さ

れ、施設や制限表面等に関する基本的な考え方や留意事項が規定された。 

• 離着陸帯の広さ: ヘリポートの基準を参考に、空飛ぶクルマの離着陸性能等を考慮

した離着陸帯の広さが検討されている。 

• 保安検査: 航空機に搭乗する者は保安検査を受ける義務があり、空飛ぶクルマも同

様に適用される。 

⑤  今後の展望 

空飛ぶクルマはまだ開発段階であり、世界的に統一的な基準は存在しない状況にあ

る。日本でも、機体開発と並行して、必要な安全基準（機体、操縦者、運航、離着陸

場）の策定が順次進められており、2023 年度末までに主要な基準の策定が完了した。今

後は、これらの法的整備に基づき、実際の運用経験を積み重ねながら、さらなる基準の

精緻化や国際的な調和が図られていくことが期待される。 

8-(3) 具体的な取り組みと課題解決へのアプローチ 

日本における具体的な取り組みとしては、まず型式証明取得に向けた企業への支援と、

国際的な航空当局との連携が挙げられる。これにより、日本の航空機メーカーやスタート

アップ企業が国際競争力を持ち、迅速に機体を市場投入できる環境を整備する。 

次に、運航ルール、空域管理、離着陸場のガイドライン策定が進行中である。特に、低

高度空域における多数の空飛ぶクルマの安全な運航を可能にするための詳細なルール作り

は急務である。さらに、実証実験を通じた技術検証と社会受容性向上が積極的に行われて
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いる。実際の環境下での飛行試験を通じて、機体の性能や安全性を確認するとともに、騒

音レベルや運航方法などに関するデータを収集し、市民の理解を深めるための情報提供に

活用している。これらの実証実験は、技術的な課題を洗い出し、運航上のノウハウを蓄積

する上で不可欠なステップである。 

＜図表２＞ 各課題と取り組み状況一覧 

主要課題カテゴリ

ー 

具体的な課題 日本における取り組

み（例） 

関連するロード

マップの柱 

規制・認証 型式証明の複雑

性 

JCAB による審査基準

策定、国際連携 

安全性 

運航規則・空域

管理の未整備 

MLIT による運航ルー

ル策定、UTM 開発 

安全性 

インフラストラク

チャ 

離着陸場（バー

ティポート）の

整備 

ガイドライン策定、

実証実験での検証 

インフラ 

電力供給と充電

ネットワーク 

充電インフラの検

討、標準化 

インフラ 

安全性・社会受容

性 

厳格な安全基準

の確立と信頼性

確保 

故障時対応、冗長性

確保の要求 

安全性 

一般市民の受容

性向上 

騒音・プライバシー

対策、災害活用周知 

社会受容性 



 

 

   

                                          
Researcher Report                 

 

13 

 

 

経済性・事業モデ

ル 

高コスト構造と

利用料金 

量産効果、事業モデ

ルの多様化促進 

事業環境整備 

事業モデルの確

立と収益性 

ニッチ市場からの展

開、既存交通との連

携 

事業環境整備 

技術的課題 バッテリー技術

の進化 

高エネルギー密度バ

ッテリーの研究開発 

安全性、事業環

境整備 

自律飛行技術と

AI の統合 

高度な AI 制御、悪天

候対応能力の向上 

安全性 

                               （出所：著者作成） 

9.  空飛ぶクルマの現在の立ち位置 

関西・大阪万博では当初計画されていた商用飛行が有人デモ飛行や機体展示に変更とな

った。この理由は本レポートの "2-(1) 型式証明の複雑性" で述べた型式証明が取得でき

なかったためである。型式証明は就航各国での取得が必要であるが、まずは製造国（設計

国）で取得することが原則である。つまり、製造国が日本の場合（SkyDrive 社など）は国

土交通省航空局（JCAB）の型式証明取得をまずは目指すこととなる。一方で、製造国が米

国の場合（Joby Aviation 社、Archer Aviation 社など）には米連邦航空局（FAA）での型式

証明取得後に日本の型式証明を取得する必要があるが、二国間航空安全協定により米国

FAAの型式証明を取得できれば JCAB の型式証明はほぼ追認の形で取得できるのが通例で

ある。 

以下に代表的な各社の現状を紹介する。  

・Joby Aviation 社 Joby S4（ANA と提携）、Archer Aviation 社 Midnight（JAL と提携） 

 この 2 機種は既に FAA と型式証明審査要領で合意しており、Joby S4 は FAA の 5 段階の

審査プロセスのうち現在 4 段階目を大きく進展させて最終段階の準備に入っている。

Midnight も審査段階を進めており、両者ともに早期の FAA 型式証明取得を目指してい

る。 

・SkyDrive 社 SKYDRIVE (SD-05 型) 
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 国産の空飛ぶクルマである SKYDRIVE は、2021 年 10 月に JCAB に型式証明を申請し、

2025 年 2 月には適用基準が発行された。 

 現在は 2026 年の JCAB 型式証明取得を目標としている 。   

・中国 EHang 社 Ehang 216-S 

 本機種は 2023 年 10 月に中国民間航空局から型式証明を取得し、2024 年 4 月には生産許

可も受けた。年間 600 機の量産体制に入っており世界で唯一の実用機種である。ただ

し、日中間では二国間航空安全協定が締結されていないため、EHang 216-Sが日本で商

用運航を行うためには JCAB によるゼロからの完全な型式証明審査を受ける必要があ

る。これは新規開発機と同様の厳格かつ長期にわたるプロセスとなる。 

 

10. 結論と提言 

 空飛ぶクルマの商用運航実現に向けた課題は、規制・認証、インフラストラクチャ、安

全性・社会受容性、経済性・事業モデル、そして技術的な側面にまたがり多岐にわたる複

合的な性質を持つ。これらの課題はそれぞれ独立しているのではなく、深く相互に関連し

ている。例えば、厳格な安全基準（規制）は機体開発コスト（経済性）を押し上げ、それ

が利用料金（経済性）に影響を与え、ひいては社会受容性にも影響を及ぼす。また、技術

の成熟（技術）は安全性の確保（安全性）に直結し、インフラ整備（インフラ）の遅れは

運航の制限（事業モデル）にもつながる。したがって、これらの課題を個別に解決するだ

けでなく、全体として統合されたアプローチで取り組むことが不可欠であると考える。 

日本政府のロードマップが示すように、2025 年の大阪・関西万博での実用化、そして

2030 年代の本格普及という段階的なアプローチは、リスクを管理しながら技術と社会の成

熟を促す上で合理的であろう。初期段階では特定のユースケース（例：医療搬送、観光な

ど）に焦点を当て、そこで得られた知見と実績を基に、より広範なサービスへと展開して

いく戦略が有効であると考える。これにより、安全性に対する実績を積み重ね、一般市民

の信頼を徐々に獲得していくことが可能となる。 

商用運航を成功させるためには、政府、機体メーカー、運航事業者、インフラ提供企

業、そして地域社会といった主要なステークホルダー間の緊密な連携が不可欠である。政

府は、明確かつ予見可能な規制環境を整備し、国際的な基準調和を推進する役割を担う。

産業界は、安全で信頼性の高い機体を開発し、持続可能な事業モデルを構築する責任があ

る。そして、地域社会は、空飛ぶクルマがもたらす便益を理解し、その導入に財源面での

協力する姿勢が求められる。 

＜図表３＞ 各ステークホルダーの役割期待 
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ステークホルダー 主要な役割と貢献 

政府・規制当局 規制・認証基準の策定と国際調和、空域管理システムの構

築、インフラ整備の推進、社会受容性向上に向けた啓発活

動、ロードマップの策定と推進 

機体メーカー・開発企業 安全性・信頼性の高い機体の開発と製造、型式証明の取

得、低騒音化・高効率化技術の追求、バッテリー技術の進

化 

運航事業者 効率的で安全な運航サービスの提供、事業モデルの確立

と収益性確保、パイロット・整備士の育成、利用者ニーズ

の把握とサービス改善 

インフラ提供企業 バーティポートの設計・建設・運営、充電ネットワークの

構築、電力供給の安定化、UTM システムとの連携 

地域社会・一般市民 空飛ぶクルマへの理解と受容、サービスへのフィードバ

ック、騒音・プライバシー問題への協力、災害時利用への

期待 

（出所：著者作成） 

空飛ぶクルマは、単なる移動手段の進化に留まらず、社会全体の変革を促す潜在力を持つ。

これらの複合的な課題に対し、継続的な技術革新、柔軟な規制対応、戦略的なインフラ投資、

そして社会との対話を通じて、段階的かつ着実に解決策を講じていくことが、空飛ぶクルマ

が真に「空の移動革命」を実現するための道筋となると確信する。 

 

Joby Aviation Takes Flight at Osaka World Expo （出所：ANA） 

https://www.youtube.com/watch?v=UOVZpN-jDwg 

https://www.youtube.com/watch?v=UOVZpN-jDwg

